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５

固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税

^

社
会
福
祉
法
人
等
が
児
童
福
祉
法
に
規
定
す
る
小

規
模
保
育
事
業
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
に
係
る
固

定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い

て
、
そ
の
対
象
と
な
る
者
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と

し
た
。（
第
四
九
条
の
一
一
の
二
関
係
）

_

学
校
法
人
、
社
会
福
祉
法
人
等
が
就
学
前
の
子
ど

も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推

進
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
認
定
こ
ど
も
園
の
用

に
供
す
る
固
定
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市

計
画
税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な

る
者
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
九
条
の

一
二
の
二
関
係
）

`

社
会
福
祉
法
人
等
が
社
会
福
祉
法
に
規
定
す
る
社

会
福
祉
事
業
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
に
係
る
固
定

資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い

て
、
そ
の
対
象
資
産
の
範
囲
に
病
児
保
育
事
業
及
び

子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業
の
用
に
供
す
る
固
定
資

産
を
追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
九
条
の
一
四
関

係
）

a

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
に
規
定
す
る
認
定
区
域
計

画
に
内
閣
府
令
で
定
め
る
一
定
の
事
業
の
実
施
主
体

と
し
て
定
め
ら
れ
た
者
が
、
当
該
認
定
区
域
計
画
に

係
る
国
家
戦
略
特
別
区
域
の
区
域
内
に
お
い
て
当
該

認
定
区
域
計
画
に
定
め
ら
れ
た
当
該
事
業
の
実
施
に

関
す
る
計
画
に
基
づ
き
取
得
し
た
当
該
事
業
の
用
に

供
す
る
一
定
の
機
械
そ
の
他
の
設
備
に
係
る
固
定
資

産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対

象
と
な
る
資
産
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
附

則
第
一
一
条
関
係
）

b

都
市
再
生
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
認
定
誘
導
事

業
者
が
認
定
誘
導
事
業
に
よ
り
新
た
に
取
得
し
た
一

定
の
公
共
施
設
等
の
用
に
供
す
る
家
屋
及
び
償
却
資

産
に
係
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標

準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
資
産

の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
一
条
関

係
）

c

耐
震
改
修
が
行
わ
れ
た
既
存
建
築
物
に
係
る
固
定

資
産
税
の
減
額
措
置
に
つ
い
て
、
減
額
対
象
と
な
る

固
定
資
産
税
額
及
び
減
額
の
上
限
の
算
定
の
基
礎
と

な
る
耐
震
改
修
に
要
し
た
費
用
の
額
の
算
定
方
法
の

細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
二
条
関

係
）

d

一
般
社
団
法
人
又
は
一
般
財
団
法
人
に
移
行
し
た

旧
民
法
第
三
四
条
法
人
が
設
置
す
る
施
設
で
、
移
行

の
日
の
前
日
に
お
い
て
非
課
税
と
さ
れ
て
い
た
も
の

に
係
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
非
課
税
措

置
を
廃
止
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
二
三
条
関

係
）

６

事
業
所
税

社
会
福
祉
法
に
規
定
す
る
社
会
福
祉
事
業
の
用
に
供

す
る
施
設
に
対
す
る
非
課
税
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対

象
に
病
児
保
育
事
業
及
び
子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業

の
用
に
供
す
る
施
設
を
追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五

六
条
の
二
六
の
五
関
係
）

７

国
民
健
康
保
険
税

^

後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
に
係
る
課
税
限
度

額
を
一
六
万
円
（
改
正
前
一
四
万
円
）
に
、
介
護
納

付
金
課
税
額
に
係
る
課
税
限
度
額
を
一
四
万
円
（
改

正
前
一
二
万
円
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
。（
第

五
六
条
の
八
八
の
二
関
係
）

_

国
民
健
康
保
険
税
の
減
額
の
基
準
に
つ
い
て
、
五

割
（
四
割
・
三
割
）
減
額
の
対
象
と
な
る
所
得
の
算

定
に
お
け
る
被
保
険
者
の
数
に
世
帯
主
を
含
め
、
二

割
減
額
の
対
象
と
な
る
所
得
の
算
定
に
お
い
て
被
保

険
者
の
数
に
乗
ず
べ
き
金
額
を
四
五
万
円
（
改
正
前

三
五
万
円
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
六

条
の
八
九
関
係
）

８

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
六
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

二

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る

法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る

法
律
第
二
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
給
付
金
と
し

て
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
第
九
条
第
二
項
に

規
定
す
る
交
付
金
を
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
と
し

た
。（
第
四
条
関
係
）

三

公
益
通
報
者
保
護
法
別
表
第
八
号
の
法
律
を
定
め
る

政
令
の
一
部
改
正
関
係

公
益
通
報
者
保
護
法
別
表
第
八
号
の
政
令
で
定
め
る

法
律
と
し
て
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
及
び
小

笠
原
諸
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
を
定
め
る
も
の
と
す

る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
条
関
係
）

四

総
務
省
組
織
令
の
一
部
改
正
関
係

自
治
行
政
局
の
所
掌
事
務
の
特
例
の
延
長
を
行
う
も

の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
八
条
関
係
）

五

財
務
省
組
織
令
の
一
部
改
正
関
係

大
臣
官
房
等
の
所
掌
事
務
の
特
例
の
延
長
を
行
う
も

の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
九
条
関
係
）

六

国
土
交
通
省
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
令
の
一
部

改
正
関
係

奄
美
群
島
振
興
開
発
基
金
分
科
会
の
設
置
期
間
の
延

長
を
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
九
条
関
係
）

七

農
林
水
産
省
組
織
令
の
一
部
改
正
関
係

農
村
振
興
局
の
所
掌
事
務
の
特
例
の
延
長
を
行
う
も

の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
〇
条
関
係
）

八

国
土
交
通
省
組
織
令
の
一
部
改
正
関
係

国
土
政
策
局
等
の
所
掌
事
務
の
特
例
及
び
国
土
政
策

局
特
別
地
域
振
興
官
の
設
置
期
間
の
延
長
を
行
う
も
の

と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
一
条
関
係
）

九

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
地
方
交
付
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に

伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令
（
政
令
第
一
三

三
号
）（
総
務
省
）

一

地
方
自
治
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

特
別
区
財
政
調
整
交
付
金
の
基
準
財
政
収
入
額
の
算

定
方
法
に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し

た
。（
附
則
第
七
条
の
四
関
係
）

二

地
方
財
政
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
可
能
年
度
を
平
成
二
六
年

度
か
ら
平
成
二
八
年
度
ま
で
と
す
る
こ
と
等
に
伴
い
、

標
準
的
な
規
模
の
収
入
の
額
の
算
定
方
法
を
定
め
る
規

定
等
に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
第
一
〇
条
〜
第
一
九
条
関
係
）

三

災
害
対
策
基
本
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

地
方
消
費
税
率
の
引
上
げ
に
よ
る
地
方
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
交
付
金
の
増
収
分
の
全
額
を
基
準
財
政
収

入
額
に
算
入
す
る
こ
と
に
伴
い
、
標
準
税
収
入
額
の
算

定
方
法
を
定
め
る
規
定
に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
第
四
三
条
関
係
）

四

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施

行
令
の
一
部
改
正
関
係

臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
可
能
年
度
を
平
成
二
六
年

度
か
ら
平
成
二
八
年
度
ま
で
と
す
る
こ
と
等
に
伴
い
、

標
準
的
な
規
模
の
収
入
の
額
の
算
定
方
法
を
定
め
る
規

定
等
に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
第
四
条
〜
第
七
条
関
係
）

五

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
及
び
小
笠
原
諸
島
振

興
開
発
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令
（
政
令
第
一

三
四
号
）（
国
土
交
通
省
）

一

奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
改

正
関
係

奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
第
八
条
第
二
項
第

一
号
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
事
業
は
、
次
に
掲
げ

る
事
業
と
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
関

係
）

１

農
林
水
産
物
の
輸
送
に
要
す
る
費
用
の
低
廉
化
に

関
す
る
事
業

２

農
業
の
生
産
性
の
向
上
に
関
す
る
事
業

３

情
報
通
信
業
に
お
け
る
新
た
な
事
業
機
会
の
創
出

に
関
す
る
事
業

４

観
光
旅
客
の
来
訪
及
び
滞
在
の
促
進
に
関
す
る
事

業
５

奄
美
群
島
の
特
性
に
応
じ
た
産
業
の
振
興
に
寄
与

す
る
人
材
の
確
保
及
び
育
成
に
関
す
る
事
業

６

航
路
及
び
航
空
路
に
お
け
る
人
の
往
来
に
要
す
る

費
用
の
低
廉
化
に
関
す
る
事
業

７

１
か
ら
６
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
奄
美
群

島
の
特
性
に
応
じ
た
産
業
の
振
興
又
は
奄
美
群
島
に

お
け
る
住
民
の
生
活
の
利
便
性
の
向
上
に
資
す
る
事

業
で
国
土
交
通
大
臣
、
総
務
大
臣
及
び
農
林
水
産
大

臣
が
当
該
事
業
を
所
管
す
る
大
臣
と
協
議
し
て
指
定

す
る
事
業

◇
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令
（
政
令
第
一
三
五
号
）（
総
務
省
）

１

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
（
平
成
一
二
年
法

律
第
一
五
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）の
過
疎
地
域
の

要
件
と
し
て
新
た
に
追
加
さ
れ
た
人
口
要
件
及
び
財
政

力
要
件
に
該
当
す
る
市
町
村
に
つ
い
て
、
過
疎
地
域
の

市
町
村
か
ら
除
か
れ
る
基
準
と
し
て
法
第
二
条
第
一
項

に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
金
額
は
、
四
〇
億
円
と
す

る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
関
係
）

２

新
た
に
追
加
さ
れ
た
過
疎
地
域
の
要
件
に
係
る
沖
縄

の
統
計
法
に
よ
り
行
わ
れ
た
国
勢
調
査
の
結
果
に
よ
る

市
町
村
人
口
は
、
法
第
二
条
第
一
項
各
号
に
規
定
す
る

国
勢
調
査
の
結
果
に
よ
る
市
町
村
人
口
と
み
な
す
も
の

と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
条
関
係
）
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